■ＯＥＣＤデカプリング指標の適用

ａ．「OECDデカプリング指標」

OECD閣僚理事会（2001年5月）の勧告を受け、経済成長と環境負荷の増大が切り離されているかどうかを点検する「持続可能な開発　経済成長と環境負荷のデカプリングを計測する指標
（2002.5）」がOECD事務局によって作成された。

この報告では、OECDが持続可能な開発の3側面にわたる進展を測定するため、環境悪化からの経済成長のデカプリング（切り離し）を計測でき、かつ、OECDの経済的･社会的･環境的なピア･レビュー（相互審査）プロセスにある他の指標と連動して利用されるまとめがなされている。
デカプリングとは、「環境的に悪いこと」と「経済的に良いこと」との繋がりを切り離すことを指す。OECD環境大臣会合が2001年に採択した「OECD　21世紀最初の10年への環境戦略」では、経済成長と環境負荷との切り離しを主要目標の一つに掲げている。

（相対デカプリングと絶対デカプリング）

デカプリングは、環境負荷の伸び率が経済的駆動力（例:GDP）の伸び率を一定期間下回ったときに起き、絶対的なものと相対的なものがある。「絶対的デカプリング」は、経済的駆動力が伸びているが環境関連の変数が横這い、または低下するときに起き、環境関連の変数が上昇しているものの経済変数の伸び率より低いとき、「相対的デカプリング」が起きる。デカプリングは、基本的に「環境負荷変数を分子、経済変数を分母としたデカプリング指標」により測定する。

（OECDデカプリング指標セット）

OECD報告事例では、相対的デカプリングはOECD加盟各国に広く普及していることを示しており、絶対的デカプリングもかなり一般的であるとしている。報告では、広範な環境問題を網羅する31のデカプリング指標セットについて述べられている（次頁）。

（デカプリング指標の利用について）

デカプリング指標は、時系列変化を測る指標である。これら指標が伝えるメッセージを解釈する際には、環境負荷と経済的駆動力の各々の「絶対レベル」を考慮する必要がある。負荷を削減するなら「どの水準まで」下げるべきか。環境負荷の上昇が許されるとしたら何を上限とするのか。さらに、環境負荷の当初水準と対象期間の選択が結果の解釈に影響を与える可能性もある。

環境パフォーマンスを国際比較するためにデカプリング指標を用いるときは、各国の国内状況（面積、人口密度、保有する天然資源、エネルギー構成、経済構造(の変化)、経済の発展段階等）を考慮する必要がある。

表 1　国際比較のための潜在的デカプリング指標セット

	
	確実2

	確実だが、統計的にギャップがある3

	統計的ギャップがあり、一層の改善が必要4

	コメント

	経済全般のデカプリング指標
	
	
	
	
	

	気候変動
	
	
	
	
	

	GDP単位および1人あたりGDPに対する全温室効果ガス（GHG）総排出量
	∨
	土地利用変化と森林を含む指標で補足可能

	GDP単位および1人あたりGDPに対するCO2総排出量
	∨
	

	大気汚染
	
	
	
	
	

	GDP単位あたりNOx総排出量
	∨
	酸性化、富栄養化、オゾン形成可能性について統合可能。重金属と残留性有機汚染物質（POPｓ）も要検討。

	GDP単位あたりSOx総排出量 
	∨
	

	GDP単位あたりばいじん総排出量 
	
	∨
	
	
	

	GDP単位あたりVOC総排出量
	
	∨
	
	
	

	水質
	
	
	
	
	

	下水処理施設を持たない人口　対　総人口
	∨
しかし
	BOD排出量のほうが良い指標。重金属とPOPｓも検討を要する。

	家庭から環境に流れる栄養塩類　対　総人口
	
	
	∨
	

	廃棄物管理
	
	
	
	
	

	最終処分される一般廃棄物　対　個人最終消費額（PFC）
	∨
しかし
	全ての廃棄物が検討されるべき；バイオガス取水は最終的に検討されるべき。

	リサイクル用に回収されないガラスの量　対　PFC
	
	∨
	ガラス以外の素材(例:スチール、非鉄金属)は環境負荷として更に作用

	原材料（マテリアル）使用
	
	
	
	
	

	GDP単位あたりの直接マテリアル投入量（DMI）
	
	∨
	
	
	

	GDP単位あたりのエコロジカルフットプリント (負のエネルギー要素).
	
	
	∨
	
	

	天然資源
	
	
	
	
	

	水資源
	
	
	
	
	

	GDP単位あたりの淡水の総取水量
	
	∨
	
	
	

	森林と森林産物 
	
	
	
	
	

	デカプリング指標
	適切なデカプリング指標が規定される予定（例：生産単位毎の生物多様性喪失又は原生林の利用に関するもの）

	リサイクルされない紙・ダンボール量　対　GDP
	∨
	
	
	
	

	漁業
	
	
	
	さらなる指標をなお研究中

	漁獲生産量　対　食料消費額
	
	
	∨
	

	生物多様性
	
	
	
	代替指標をなお研究中

	GDP単位あたりの自然資本指標の負荷バージョン
	
	
	∨
	


	特定分野のデカプリング指標
	
	
	
	
	

	エネルギー
	
	
	
	
	

	GDP単位あたりエネルギー利用起源のCO2、SOx、NOx排出量 
	∨
	
	
	
	

	発電からのCO2排出量
	∨
	
	
	
	

	住宅・業務部門起源の、床面積1ｍ2あたりのエネルギー関連CO2 総排出量
	
	∨
	
	
	

	運輸
	
	
	
	
	

	GDP単位あたりの、自家用車・貨物車（コンバインド）からのCO2、NOx、VOCs排出量
	∨
	
	
	
	

	GDP単位あたりの、自家用車関連のNOx、VOCs排出量
	
	
	∨
	
	

	GDP単位あたりの、貨物道路交通関連のNOx、VOCs排出量
	
	
	∨
	
	

	農業
	
	
	
	
	

	表土の窒素余剰　対　農業生産額
	
	∨
	
	
	

	農業分野からのメタンと窒素酸化物の排出量　対　農業生産額
	
	
	∨
	
	

	水消費原単位：農業用水の総使用量 対　農業生産額
	
	∨
	
	
	

	商業肥料（NPK）の見かけ上の消費量　対　最終穀物生産額
	
	∨
	
	
	

	農薬の見かけ上消費量　対　最終穀物生産額
	
	
	∨
	有害性を調整した基本指標の規定が望ましい

	製造業
	
	
	
	
	

	製造業からのNOx排出量　 対　製造業付加価値額
	
	∨
	
	
	

	製造業からの廃棄物排出量　対　製造業付加価値額
	
	
	∨
	
	

	エネルギー集約産業からのCO2排出量　対　製造業付加価値額
	
	∨
	
	
	

	製造業からの淡水取水量　対　製造業付加価値額
	
	∨
	
	
	


（出所） OECD Sustainable Development,  Indicators to Measure Decoupling of Environmental Pressure from Economic Growth（2002.5）

図 1　GDPに対するエネルギー利用起源のSOx排出（1980-1998）
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（出所） OECD Sustainable Development,  Indicators to Measure Decoupling of Environmental Pressure from Economic Growth（2002.5）

（解説）図はSOx排出量とGDP成長との「絶対的デカプリング」を示す（GDPとTPES、GDPとTFCは「相対的デカプリング」達成）。分析により、エネルギー部門において、生産エネルギー単位当りSOx排出量を削減した政策の結果であることがわかる。このように指標を分解し、様々な要素（例：技術的要素、構造変化）が環境負荷の増減にどの程度寄与したかを分析することができる。

ｂ「GDP当りGHG排出量」への適用

米国は、世界の総温室効果ガス排出量の1/4以上を占め、過去からの累積的な温暖化への寄与（責任）は、全球の約4割
との指摘もある。
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　図 2　日米の1人当りCO2排出量の推移
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　図 3　日米のGDP当りCO2排出量の推移


（出所）世銀、UNFCCC、IEA資料に基づき富士総合研究所が作成

　90年代における米国の「GDP当りGHG排出量」指標値の改善は、「相対的デカプリング」によりなされている。つまり、GHG排出量は一貫して増加しつづけているのだが、それ以上にGDPの伸びが大きい。現ブッシュ政権が、2002年2月に約束した「GDP当りGHG排出量を今後10年間で18％削減すること」は、この90年代の「経済的な成果の延長」として策定されている。

OECDデカプリング指標では、指標を構成する環境負荷量と経済的駆動力の各々「絶対レベル」を考慮しつつ、これらのある期間における経年の関係を「相対的デカプリング」及び「絶対的デカプリング」として明確に区分して評価することに特徴がある。第二約束期間以降の指標として「GDP当りGHG排出量」を検討する場合には、数値目標のレベルだけではなく、こうした適用条件への配慮が重要になるだろう。

「OECD 21世紀最初の10年への環境戦略(2001)」や「持続可能な開発 経済成長と環境負荷のデカプリングを計測する指標（2002.5）」にみるまでもなく、気候変動を克服し、次世代が一層の発展を継続していくためには、環境と経済が一体となった「環境保全型の経済社会」の実現が期待されている。















































































































































































































































































































































































































































































�  経済指標当りの環境負荷指標で表現　　　　　　　　　ex.)  GHG排出量／GDP


� 概念的に適切で、20カ国以上の加盟国の少なくとも1990年以降のデータが入手可能


� 概念的には適切だが、入手できるデータの国の数and/or期間が十分でない


� 統計的にギャップがあり、解決すべき測定上の問題and/or定義上の課題（デカプリング関連を含む）がある


�  ブラジルによるUNFCCCへの提案（1997）
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